
令和３年度第３回厚生労働省公共調達中央監視委員会 

（第二分科会）審議概要 
 

開催日及び場所 令和３年１２月１０日（金）  

委員（敬称略） 第二分科会長  松原 健一  安西法律事務所 弁護士 

委 員     倉井 潔   倉井潔税理士事務所 税理士 

委 員     髙橋 裕   学校法人専修大学商学部 教授 

審議対象期間 原則として令和３年７月１日～令和３年９月３０日の間における調達案件 

抽出案件 １４件 （備考） 

「報告案件」とは、各部局に設置された公共調達審査会で審議さ

れた案件について報告を受けたものである。 
報告案件  ０件 

審議案件 １４件 

意見の具申または勧告 なし 

委員からの意見・質問に対する回

答等（※書面による質疑応答をまとめ

たもの） 

意見・質問 回   答 

下記のとおり 下記のとおり 

 

【審議案件１】 
審議案件名 ：労働保険適用徴収システムの更改に係るシステム運用業務一式（令和３年度運用開始） 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」又は「Ｂ」ランク） 
選定理由  ：一般競争入札（総合評価落札方式）を実施している案件中、１者応札であり、落札率が高いため 
発注部局名 ：労働基準局労働保険徴収課 
契約相手方 ：富士通株式会社官公庁営業部 
予定価格  ：331,892,528円 
契約金額  ：331,870,000円 
落札(契約)率：99.9％ 
契約締結日 ：令和3年9月10日 

（調達の概要） 
一般競争入札（総合評価落札方式）を行ったところ、１者応札があり、富士通株式会社が契約の相手方となった。

落札率は 99.9％である。 

意見・質問 回   答 

調達概要書に一者応札の要因分析として、年度途中からの

大規模なシステム運用業務のため、現受託者以外には人員等

の確保が難しかったと考えられると記載していただいてい

ますが、これを改めようとするのであれば、かなりの負担や

リスクを伴った取り組みが必要と思います。 

本調達は、調達仕様書案で意見招請を実施しております。

次回の調達でも同様の手続を実施する想定でございますの

で、意見招請日から契約締結日までの期間を本調達以上に

確保することで、次回調達の応札希望者の体制を整える期

間を確保いたします。 

また、体制変更を容易に行えるように各種要員の参画要

件をシステム運用に支障がない範囲で緩和する等、柔軟に

要員を確保できるような方策を検討します。 

 

一者応札となった理由は、仕様書を手交した業者全てから

聞いてこのような回答だったのでしょうか。 

受注者を除く調達仕様書を手交した事業者５者のうち、

応札希望度が高く、本調達の履行能力があると考えられる

事業者２者にヒアリングした結果、どちらの事業者とも人

員・体制の確保が難しい旨の回答を頂いております。 

 

前回調達も年度途中でしたがそれでも二者応札がありま

した。今回調達の一者応札の理由の説明と整合しません。こ

の不整合にもかかわらず理由を年度途中としたのはなぜで

しょうか。 

 

 

今回、入札に参加しなかった事業者に応札できなかった

理由を確認した際の回答によるものです。 



見積は省内で作成したものでしょうか。業者からの参考見

積を取り、そのまま使用したものでしょうか。参考見積を取

っているのであればその業者は今回落札業者でしょうか。 

概算所要見込額内訳は、省内で作成したものであり、前

回応札した事業者が履行期間中に実施した実績をベースに

作成しております。 

また、参考見積りは３者（うち前回の応札事業者２者）

から取得しております。 

 

１者応札になった要因分析にはこの調達が年度途中から

開始する業務であるため対応できる業者が落札者以外にい

なかったのではないかとの記載がありますが、次回以降、事

業年度に合わせるよう、期間を変更することは可能でしょう

か。 

今後の調達では、事業年度に合わせられるよう期間につ

きましては、検討いたします。 

ただし、引継ぎ作業が必要であるため、次回運用事業者

の調達では、契約開始日と事業年度開始日を合わせること

は困難でございます。そのため、体制変更を容易に行える

ように各種要員の参画要件をシステム運用に支障がない範

囲で緩和する等、柔軟に要員を確保できるような方策を検

討します。 

 

 

（分科会長の意見） 

 事案に応じた制約があろうかと思いますが、応札希望者が

より参入しやすくなるよう、引き続き検討及び実践をお願い

します。 

 



 

【審議案件２】 
審議案件名 ：職業紹介業務及び雇用保険業務におけるマイナンバーカード活用のためのシステム開発一式 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」ランク） 
選定理由  ：一般競争入札（総合評価落札方式）を実施している案件中、落札率が低いため 
発注部局名 ：職業安定局雇用保険課 
契約相手方 ：株式会社野村総合研究所 
予定価格  ：1,265,650,514円 
契約金額  ： 308,000,000円 
落札(契約)率：24.3％ 
契約締結日 ：令和3年8月13日 

（調達の概要） 
 一般競争入札（総合評価落札方式）を行ったところ、２者応札があり、株式会社野村総合研究所が契約の相手方

となった。落札率は24.3％である。 

意見・質問 回   答 

予定価格内訳の工数（人日）は、参考見積を参考にしたと

のことですが、どこの見積もりでしょうか。 

 

Ａ社です。 

低入札になりましたが、どのように評価（原因分析）をし

ていますか。 

本調達は、受託業者が既存のサービスを利用することに

ついて限定しない仕様となっているため、既存のサービス

を保有しない事業者も応札可能となるよう予定価格を積算

しましたが、落札者が既存のサービスを最大限利用するこ

とにより価格の低減に努めたため、予定価格と入札価格に

乖離が生じたものと評価しております。 

 

総合評価関係の提出期限が入札公告に記載がないようで

すが、これは一般的でしょうか。 

総合評価関係の提出期限については、資格審査書類の提

出期限と同様としておりましたが、記載がある方がより確

認しやすいかと思いますので、今後は明記するようにいた

します。 

 

落札者の入札書は5月24日の提出で間違いないでしょう

か。 

 

間違いありません。 

見積書の工数については検証されましたでしょうか。 工数の詳細な内訳について見積提出事業者に確認したう

えで、支援事業者にも共有し内容を検証しております。 

 

落札者の提出した内訳のうち、工数の単位は何ですか。 工数の単価は人月です。 

 

落札者がコンテナ・クラウドの利用でコスト削減が可能と

言っているのは、今時どこの企業もやっていることですし、

実際今回他の応札者の金額も低入札価格調査対象になって

しまう金額で、似たような工夫をしているものと考えられま

す。積算根拠をアップデートして、無駄に金額を積み増しし

ないようにする必要があると思います。 

 

本調達は、受託業者がコンテナ・クラウドを利用するこ

とについて限定しない仕様となっているため、クラウドを

利用しない事業者も応札可能となるよう予定価格を積算し

たところです。 

技術者サービス料金の計算においてJECC平均あるいは

JECC平均と積算資料を平均していますがなぜでしょうか。何

らかの単価を決める必要があるので明確な根拠は無いもの

の、致し方なくこのように計算したということでしょうか。

他の案件などは参考にしたでしょうか。 

 

JECC及び積算資料を使用しているのは、より広範な単価

を考慮した方が、より市場価格に近づくと考えたため、二

種類の単価の平均をもって単価としております。他の案件

においても同様の単価を使用しております。 



 

入札金額を見ると応札者は2者とも低入札調査の対象とな

る金額のようです。低入札価格調査の結果には入札額が低か

った理由について、同社が保有するサービスやヘルプデスク

を利用することや同社の得意とする手法を用いることによ

り費用を抑えられたとしていますが、予定価格の積算内訳と

落札者の入札額の内訳を比較すると保守運用の経費で1億2

千万円ほどの違い（予定価格の積算内訳では141,476,918円、

入札額の積算内訳では15,030,000円）、クラウドサービス利

用料で5千4百万円ほどの違い（予定価格の積算内訳では

124,122,395円、入札額の積算内訳では合計69,707,000円､

S/Wなどを入れると81,360,000円で差は縮まります）などの

違いもあるようです。これらの差異が生じた原因をもう少し

説明して頂けますでしょうか。 

 

 

受託業者は、他の委託者からもマイナンバー関連事業を

受託しているため、運用保守費用については、既存のヘル

プデスクサービスを利用することによって人件費が安く抑

えられています。また、クラウドサービス利用料について

も、他のマイナンバー関連事業で構築したノウハウを生か

して、費用が安く抑えられています。一方で、予定価格の

積算においては、マイナンバー関連事業の受託実績のない

事業者も応札可能となるよう、既存のサービス等を利用せ

ず、設計・構築から行う場合も想定していたため、金額に

差異が生じたものと分析しております。 

（分科会長の意見） 

 技術提案書の提出期限が入札書の提出期限よりも早く設定

されていることにより、他の入札参加者すなわち競争相手の

有無を推知されやすくなっていないでしょうか。大きな支障

がない限り、両期限を同日とすることが良いと思いますの

で、検討をお願いします。 

 また、予定価格を算出する際の考え方として、当該契約の

ためにゼロから設備等を導入することを前提とするのか、あ

るいは、各応札者の既存の設備等を活用することを前提とす

るのか、は悩ましいところです。さらには、コンテナクラウ

ドを前提とすべきか否かについても、唯一の正解は無いのか

もしれません。これらの問題については、その時々の業界の

動向を踏まえ、無理のない範囲で合理的な方法（経済的な方

法）を選択すべきかと思いますので、最新の動向を把握する

よう努力していただきたいと思います。 

 

 



 

【審議案件３】 
審議案件名 ：医療費供給面統計システム改修等一式（歯科レセプト分析システムの構築） 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」ランク） 
選定理由  ：一般競争入札（最低価格落札方式）を実施している案件中、低入札価格調査を実施しているため 
発注部局名 ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：日本システムウエア株式会社 
予定価格  ：44,363,220円 
契約金額  ：17,957,500円 
落札(契約)率：40.5％ 
契約締結日 ：令和 3年 5月 12日 

（調達の概要） 
 一般競争入札（最低価格落札方式）を行ったところ、２者応札があり、日本システムウエア株式会社が契約の相

手方となった。落札率は40.5％である。 

意見・質問 回   答 

予定価格の「人月」はどのようにして決めたのでしょうか。

また、その内容の適正性はどのように確認したのでしょう

か。 

ご指摘ありがとうございます。工数（人月）については、

要求部局から提出された想定工数をもとに、仕様書との整

合性を確認したうえで、予算の範囲内において適切な予定

価格の積算を行っています。 

厚労省から提供される現有資産の分を応札額に足せば妥当

な金額になるのでしょうか。また、これは他の業者であって

も提供されるのであれば、他の業者との差が得にはならない

のではないでしょうか。 

ご指摘ありがとうございます。応札額との差異について

は、同様のシステム構築・改修等の経験による作業効率化

等のコスト削減が考慮されていることから企業努力による

差があると認識しています。 

低入札価格調査の質疑の 2 つ目で兼任状況を問うていま

すが、業者の回答しているのはこの調達案件中での業務分担

ではないでしょうか。他の請負業務と合わせてのエフォート

割り当てを答えてもらわないと業務執行への不安はぬぐえ

ないのではないでしょうか。 

 兼任状況については他の請負業務と合わせての割り当てと

なっています。なお、当省以外の契約請負もあるところ、各々

の対応割合を合計しても100％とはなりませんが、当該対応

割合において業務に影響が出る場合は事業者内の調整によ

って賄われると認識しており、過分のコストの支払いは発生

しません。 

低入札価格調査の結果には「技術者の単価も要因の一つで

ある」との記載がありますが、概算要求前の見積時ではもっ

と高い単価で計算した見積書の提供があったということでし

ょうか。報告書に係るメールでの質疑応答 Q1の説明では新規

作成を前提としたとの記載がありますが、それならば人工は

違っていても単価は変わりがない気がしますがいかがでしょ

うか。 

 ご指摘ありがとうございます。当該記載については、契約

事業者の積算単価と、通常、予定価格作成に用いている積算

単価に差があるため、その積算単価の差が要因の一つである

という趣旨です。 

応札するであろう業者について､過去の経験を生かせる業

者と新規の業者では必要なコストが大きく違うため低入札

価格調査の対象となる場合が少なくありません。予定価格を

立てる際には新規に参入する業者を前提としていることが

通常のようですが常にそうしないとならないのでしょうか。

不落になって事業が行えなくなるよりも広く参加できるよ

うにせざるを得ないということがあるのでしょうか。 

 

入札においては公平性の観点から、同様の業務経験がある

一部の事業者をターゲットとした予定価格の積算方法は適

当ではないと考えております。 

（分科会長の意見） 

「予定価格を立てる際には新規に参入する業者を前提と

していることが通常のようですが、常にそうしないとならな

いのか」という問題意識とこれに対する回答は、いずれも一

理あり、当否の判断が難しいと思います。せめて、経験の有

無による有利不利の差（価格の差）が、できるだけ小さくな

るよう、仕様書の記載の充実、円滑な引継ぎの実施等の工夫

の余地が無いかを検討いただきたく思います。 

 



 

【審議案件４－１】 
審議案件名 ：【変更契約】ワクチン接種円滑化システムの運用・保守等業務一式（令和３年度） 
資格種別   ：－ 
選定理由  ：随意契約を実施している案件中、契約率が100%であり、数回の変更契約を行っているため、随意契

約（変更契約）の妥当性等について、確認する必要があるため 
発注部局名 ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：日本電気株式会社 
予定価格  ：2,767,999,993円 
契約金額   ：2,767,999,993円 
落札(契約)率：100％ 
契約締結日 ：令和 3年 5月 26日 

（調達の概要） 
会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３号に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

予定価格が参考見積をもとに決定されていますが、その内

容の適正性はどのように確認したのでしょうか。 

ご指摘ありがとうございます。参考見積で作業工数が不

明であったものについて、「参考資料（NEC）R3変更契約見

積内訳（５月２６日付け変更契約）」にて積算を確認し、

変更契約において想定していた業務内容に見合った適正価

格であると判断しました。 

極めて短期間で繰り返し変更契約が行われており、そのた

びにかなり高額の支出がなされています。民間企業でこのよ

うな調達をしていては、十分な検討をしていないと断じられ

て責任を問われることもあります。今回このような頻度で変

更契約がなされざるを得なかった理由と、価格交渉や検討が

行われた経緯について説明できるようにする必要があると

思われます。 

そうした説明ができなければ、COVID-19の出費なら何でも

通すかのように国民に受け取られかねないと思います。 

また、支出先が固定されてしまうことも国民から不信の目

を向けられかねません。 

確かに緊急性はあると思いますが、すでにCOVID-19発生か

ら2年経過しています。「こうした機能も将来必要になるの

ではないか」といったことを専門業者や予防接種の専門家か

ら意見を聴くなどして度重なる変更を防ぐ必要があるので

はないでしょうか。変更に変更を重ねると、それだけシステ

ムの中身は後から解読することが困難になります。 

全体として疑問が多い調達に見えますので、経緯と判断の

根拠をドキュメント化してこういうことが繰り返し起きな

いようにすべきだと思います。 

ご意見いただきありがとうございます。まず、変更契約

の理由については、V-SYS の本格稼働後、主に医療機関等

から想定を遙かに上回る問い合わせがサービスデスクへ殺

到し、放棄率が 90％を超え、利用者に充分な支援を行うこ

とが困難な状況となったため、本変更契約にて至急対応を

行わざるをえなかったというものです。また、価格交渉に

ついては実施しましたが、「参考資料（NEC）R3 変更契約

見積内訳（５月２６日付け変更契約）」にて詳細積算を確

認したところ、既に値引がなされていることが判明し、こ

れ以上の減額は困難であると判断しました。最後に、今回

ご指摘いただいた内容については要求部局に共有し、本事

業にかかる契約の全体的な経緯や判断の根拠について、ド

キュメント化して今後の参考資料となるよう努めて参りま

す。 

「6. 見積額 1,793,000,000 円」とは何のことでしょうか。 ご指摘ありがとうございます。当該記載については、今

回増額となる金額の見積金額です。 

別紙は見積書の内訳の一部のようです。添付されているも

の以外にもあるでしょうか。また、添付されているものも含

めてもう少し詳細の分かるものがあれば見せて下さい。 

 正式な見積書としては添付しているもの以外にはござい

ませんが、作業工数が不明であったものを「参考資料（NEC）

R3 変更契約見積内訳（５月２６日付け変更契約）」にて確

認し、変更契約において想定していた業務内容に見合った

適正価格であると判断しました。 

（分科会長の意見） 

COVID-19 という特別の事情が影響していることは理解し

ますが、【事業の迅速な実行】と【適正な調達】とのバラン

スを常に意識しながら、今後の調達に望んでいただきたいと

思います。なお、【適正な調達】には、調達の公正に対する

国民の信頼を損なわないこと、すなわち、結果としての公正

のみならず、公正らしさの確保を含みます。 

 

 



【審議案件４－２】 
審議案件名 ：【変更契約②】ワクチン接種円滑化システムの運用・保守等業務一式（令和３年度） 
資格種別  ：－ 
選定理由  ：随意契約を実施している案件中、契約率が100%であり、数回の変更契約を行っているため、随意契

約（変更契約）の妥当性等について、確認する必要があるため 
発注部局名 ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：日本電気株式会社 
予定価格  ：5,396,449,993円 
契約金額  ：5,396,449,993円 
落札(契約)率：100％ 
契約締結日 ：令和 3年 6月 10日 

（調達の概要） 
 会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３号に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

予定価格が参考見積をもとに決定されていますが、その内

容の適正性はどのように確認したのでしょうか。 

ご指摘ありがとうございます。参考見積で作業工数が不

明であったものについて、「参考資料（NEC）R3 変更契約

見積内訳（６月１０日付け変更契約）」にて積算を確認し、

変更契約において想定していた業務内容に見合った適正価

格であると判断しました。 

 

極めて短期間で繰り返し変更契約が行われており、そのた

びにかなり高額の支出がなされています。民間企業でこのよ

うな調達をしていては、十分な検討をしていないと断じられ

て責任を問われることもあります。今回このような頻度で変

更契約がなされざるを得なかった理由と、価格交渉や検討が

行われた経緯について説明できるようにする必要があると

思われます。 

そうした説明ができなければ、COVID-19の出費なら何でも

通すかのように国民に受け取られかねないと思います。 

また、支出先が固定されてしまうことも国民から不信の目

を向けられかねません。 

確かに緊急性はあると思いますが、すでにCOVID-19発生か

ら2年経過しています。「こうした機能も将来必要になるの

ではないか」といったことを専門業者や予防接種の専門家か

ら意見を聴くなどして度重なる変更を防ぐ必要があるので

はないでしょうか。変更に変更を重ねると、それだけシステ

ムの中身は後から解読することが困難になります。 

全体として疑問が多い調達に見えますので、経緯と判断の

根拠をドキュメント化してこういうことが繰り返し起きな

いようにすべきだと思います。 

 

 ご意見いただきありがとうございます。まず、変更契約

の理由については、ワクチンの接種にあたって当初想定し

ていなかった職域での接種が政府方針として急遽決定さ

れ、職域接種に対応したシステムの仕様変更や、企業等か

らの申請に対応できる企業等への支援体制を構築し、運用

体制を強化しなければならない状況となったため、本変更

契約にて至急対応を行わざるをえなかったというもので

す。価格交渉については実施しましたが、「参考資料（NEC）

R3 変更契約見積内訳（６月１０日付け変更契約）」にて詳

細積算を確認したところ、既に値引がなされていることが

判明し、これ以上の減額は困難であると判断しました。最

後に本事業にかかる契約の全体的な経緯や判断の根拠につ

いては、ご指摘のとおりドキュメント化して今後の参考資

料となるよう努めて参ります。 

5/26 に変更契約を行ったものを変更するもので、金額も

4/1の契約額を今回の金額に変更するという理解で良いでし

ょうか。 

 

ご認識のとおりです。 

見積書の別紙についてもう少し詳細の分かるものがあれ

ば見せてください。 

ご指摘ありがとうございます。正式な見積書としては添

付しているもの以外にはございませんが、作業工数が不明

であったものを「参考資料（NEC）R3変更契約見積内訳（６

月１０日付け変更契約）」にて確認し、変更契約において

想定していた業務内容に見合った適正価格であると判断し

ました。 

 



 

（分科会長の意見） 

COVID-19 という特別の事情が影響していることは理解し

ますが、【事業の迅速な実行】と【適正な調達】とのバラン

スを常に意識しながら、今後の調達に望んでいただきたいと

思います。なお、【適正な調達】には、調達の公正に対する

国民の信頼を損なわないこと、すなわち、結果としての公正

のみならず、公正らしさの確保を含みます。 

 

 

 



 

【審議案件５】 
審議案件名 ：【変更契約】感染発生動向の可視化業務に係るシステム改修及び運用・保守業務一式 
資格種別  ：－ 
選定理由  ：随意契約を実施している案件中、契約率が100%であり、変更契約を行っているため、随意契約（変

更契約）の妥当性等について、確認する必要があるため 
発注部局名 ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：東芝情報システム株式会社 
予定価格  ：191,740,450円 
契約金額  ：191,740,450円 
落札(契約)率：100％ 
契約締結日 ：令和 3年 7月 7日 

（調達の概要） 
会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３号に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

予定価格が参考見積をもとに決定されていますが、その内

容の適正性はどのように確認したのでしょうか。 

ご指摘ありがとうございます。令和２年度及び令和３年

度の契約実績額と参考見積を比較し適正であると確認いた

しました。 

 

特に問題があるとは思われませんでした。 

 

 

見積内訳に記載の単価計算の内訳などがあれば見せて下

さい。 

ご指摘ありがとうございます。単価計算の内訳はござい

ません。 

 

（分科会長の意見） 

指摘はございません。 

 

 



 

【審議案件６】 
審議案件名 ：【変更契約】新型コロナウイルス感染者情報把握・管理支援システムの改修及び運用・保守一式 
資格種別  ：－ 
選定理由   ：随意契約を実施している案件中、変更契約を行っているため、随意契約（変更契約）の妥当性等に

ついて、確認する必要があるため 
注部局名   ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：株式会社ＦＩＸＥＲ 
予定価格  ：1,545,427,408円 
契約金額  ：1,401,712,408円 
落札(契約)率：90.7％ 
契約締結日 ：令和 3年 7月 9日 

（調達の概要） 
会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３号に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

予定価格が参考見積をもとに決定されていますが、その内

容の適正性はどのように確認したのでしょうか。 

ご指摘ありがとうございます。見積書については、契約

締結前に事業者へのヒアリングを実施し、価格の妥当性に

ついて検討・検証致しました。 

 

また、その内訳をみると、「役務内容」ごとに 1 か月分の

金額が記載されているのみであり、審議案件５の案件と記載

ぶりが大きく異なりますが、内訳の記載方法としての適否・

優劣について、どのように考えますか。 

役務内容については、契約締結前の事業者ヒアリングで

金額の妥当性を検証しております。 

特に問題があるとは思われませんでした。 

 

 

見積り一覧の契約変更前のものがあれば見せて下さい。ど

の部分が変更になったのか教えて下さい。 

ご指摘ありがとうございます。見積書を提出します。自

動架電費用及びクラウド費用がそれぞれ 78,375 千円、

26,400 千円増額しています。 

 

見積り一覧では各月 30 日として計算しているようですが

これは一般的なことなのでしょうか。実際の日数にすると価

格が上がってしまうため不利になると思いますが実質的な

値引ということでしょうか。 

自動架電／SMS通知サービス等については、令和３年度当

初のHER-SYSの利用見込みを踏まえ、月間のサービス規模及

び最低利用料を定める必要があることから、各月を30日と

設定し、利用料等の調整を行いました。 

 

（分科会長の意見） 

指摘はございません。 

 

 

 



 

【審議案件７】 
審議案件名 ：【変更契約】情報通信業者等との協定に基づくビッグデータ解析による行動変容及び感染発生動向

の可視化等業務に係る分析業務等一式 
資格種別  ：－ 
選定理由   ：随意契約を実施している案件中、契約率が100%であり、変更契約を行っているため、随意契約（変

更契約）の妥当性等について、確認する必要があるため 
発注部局名 ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：アクセンチュア株式会社 
予定価格  ：701,082,360円 
契約金額  ：701,082,360円 
落札(契約)率：100％ 
契約締結日 ：令和 3年 7月 9日 

（調達の概要） 
会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３号に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

予定価格が参考見積をもとに決定されていますが、その内

容の適正性はどのように確認したのでしょうか。 

ご指摘ありがとうございます。令和２年度及び令和３年

度の契約実績額と参考見積を比較し適正であると確認いた

しました。 

 

価格交渉は行われたのでしょうか。 ご指摘ありがとうございます。各項目毎に価格交渉を行

いましたが、既に精査された見積額であり、減額には至り

ませんでした。 

 

見積の工数計欄、金額欄にマイナス表示されている部分が

ありますがどういう意味でしょうか。原契約の金額に対する

加算減算という表ではなさそうですがどのように読むもの

なのか教えて下さい。また契約変更前の見積があれば見せて

下さい。 

ご指摘ありがとうございます。原契約に含まれていた業

務のうち、状況等を踏まえて見直しを行った業務について

減額を行ったため、減算という意味でマイナス表示としま

した。ご依頼のありました契約変更前の見積と、それに説

明を加えたものを提出させて頂きます。 

 

（分科会長の意見） 

指摘はございません。 

 

 



 

【審議案件８】 
審議案件名 ：新型コロナウイルス感染拡大防止・医療提供体制確保支援補助金に係る申請書の審査・データ入力

等業務委託一式 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」ランク） 
選定理由   ：一般競争入札（最低価格落札方式）を実施している案件中、低入札価格調査を実施しているため 
発注部局名 ：大臣官房会計課 
契約相手方 ：株式会社廣済堂 
予定価格  ：994,571,116円 
契約金額  ：476,300,000円 
落札(契約)率：47.9％ 
契約締結日 ：令和 3年 5月 26日 

（調達の概要） 
一般競争入札（最低価格落札方式）を行ったところ、４者応札があり、株式会社廣済堂が契約の相手方となった。

落札率は 47.9％であり、低入札価格調査を行った。 

意見・質問 回   答 

落札者以外の業者の金額は予定価格と大きく乖離してい

るわけではないので、予定価格の積算には問題がないと思い

ます。なお、開札調書でＡ社とＢ社に3・4位と記載されてい

ますが、これらは予定価格を超えているので順位を付すべき

ではないと思います（他の調達ではそうなっています）。 

 

ご意見を踏まえて、検討します。 

予定価格調書の積算内訳の工数と落札者の報告書に記載

の工数は同じ項目でも随分違うようです。交付申請書等開封

業務は積算内訳が 700 人月、落札者が 70 人月となっていま

す。また交付申請書等の審査は調達概要書に記載の金額で落

札者が計算した結果 40 人月と計算されていますが、積算内

訳では 700 人月としています。積算内訳はどのような計算方

法をとったのか、計算過程を教えて下さい。 

業者の積算と当方で見積もる積算にはその方法に差があ

るのは不可避と考えますが、当方の【開封】及び【審査】

業務に係る予定価格積算に係る考え方は以下のとおりで

す。 

・ 仕様による申請見込件数：310,000件 

・ これを10か月で処理する必要から、１月あたり 

31,000件を処理する必要があり、ひと月20日計算 

で1,550件／日処理。１件あたり20分かかるとする 

と31,000分（516.6時間）／日÷８時間＝64.5人と 

なるため１日あたり約70人体制での処理が必要と 

考えたところです。 

 

低入札価格調査の結果の(5)では経営状況は問題ないとの

ことですが問題ないと判断した理由を教えて下さい。 

令和３年５月24日に実施した低入札価格調査ヒアリング

において、損失は新型コロナウイルス感染症の拡大で一時

的に仕事がキャンセルになったこと及び豊中工場を閉鎖し

た減損処理によるものとの説明があり、一時的なものと考

えたところです。 

さらに、令和元年度以前は経営損失は出しておらず、令

和２年度も５月時点では黒字となる見込である旨説明があ

ったことや同社とは過去にも複数回契約した実績があり、

業務が完全に履行されていたことから経営状況に問題はな

いと判断したものです。 

 

（分科会長の意見） 

適切なプロセスを経ているものと推察しますが、他方で、

落札者の想定（７０人月）が適正だったのか、あるいは過少

だったのかが気になるところです。このような差異が生じた

原因を分析し、類似の調達に活かしていただければと思いま

す。 

 

 



 

【審議案件９－１】 
審議案件名 ：小規模法人の財務会計に対する事務処理体制強化研修等事業一式 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」ランク） 
選定理由  ：一般競争入札（最低価格落札方式）で実施している案件中、１者応札であり、落札率が低いため 
発注部局名 ：社会・援護局 
契約相手方 ：株式会社シード・プランニング 
予定価格  ：4,871,000円 
契約金額  ：1,355,200円 
落札(契約)率：27.8％ 
契約締結日 ：令和 3年 6月 9日 

（調達の概要） 
一般競争入札（最低価格落札方式）を行ったところ、１者応札があり、株式会社シード・プランニングが契約

の相手方となった。落札率は 27.8％である。 

意見・質問 回   答 

予定価格の内訳に「８ブロック」とありますが、どのよう

な意味でしょうか。誤記でしょうか。 

意見交換会等について、全国を８ブロックに分けて実地で

開催することを想定して、記載しているものです。 

 

会場借料の内訳（計算）は、どのような想定によるもので

しょうか。 

積算内訳作成時において、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大状況次第では、受託者と協議のうえ、実地により意見

交換会等を開催する可能性もあり得たために、全国を８ブロ

ックに分けて開催することを想定して、記載しているもので

す。 

 

予定価格調書は 5 月 10 日の作成であり、この時点の仕様

書は WEB 開催だったのではないでしょうか。結果として落札

率が低くなり、適正な金額での落札となっていますが、仮に、

WEB 前提で、予定価格に近い落札であった場合には、問題が

顕在化していたと思います。 

今後、このようなことを回避するための工夫は可能でしょ

うか。 

仕様書と予定価格調書の整合性には十分に留意し、やむを

得ず開催方法等の変更がある場合は、変更契約をもって対応

することとします。 

一者応札になった理由は、仕様書を手交した業者から聴取

したものでしょうか。 

一者応札になった理由は、仕様書を手交した業者から聴取

したものではなく、当課で検討した結果を記載しています。 

 

また、調達内容を見ると、実際には高度な知見を有する業

者である必要はなく、いわゆるロジを担当する業者を求めて

いるように見えます。そういう意味では実施者の要件などの

参入条件が厳しすぎるのではないでしょうか。 

仕様書「３ 実施者の要件」に社会福祉分野に関わる活動

の実績を求めている理由は、当該事業は、社会福祉法人に係

る事務処理体制強化や、社会福祉連携推進法人制度の施行に

向けた関係者の理解増進や普及啓発が目的であり、受託者が

持ち合わせる社会福祉分野に係る知識やノウハウ等も適宜

取り入れることは、当該事業の目的達成に寄与するものと考

えているためです。また、大規模な会議を円滑に進めるため

に、オンライン会議の運営、開催の実績があることの要件も

併せて求めております。なお、一者応札且つ落札率が低い状

況を打開するために、実施者の要件については検討を図って

まいります。 

積算内訳と経費内訳明細書を比較すると経費の項目が全く

一致していません。特に会場賃料は経費内訳明細書に記載が

なく、人件費は積算内訳書にアルバイト賃金が載っているだ

けです。それぞれが計上すべきものを計上せずにいるという

ことはないでしょうか。 

積算内訳の会場賃料については、積算作成時において、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況次第では、受託

者と協議のうえ、実地により意見交換会等を開催する可能

性もあり得たために、全国を８ブロックに分けて開催する

ことを想定して記載しているものです。また、積算内訳の

人件費については、経費内訳明細書のとおり、正しくは、

研究員の人件費として計上が必要なものとなります。次回

以降積算内訳書と経費内訳明細書の整合性には留意してま

いります。 



1者応札になった要因について公告期間が短かったからで

はないか、としていますが、通常の公告期間であれば通常は

どのくらいの数の業者が仕様書を受け取りに来るのでしょ

うか。また、仕様書を手交したものの入札に参加しなかった

業者には聞き取りはしていないのでしょうか。 

公告期間を長く設けることで手交できる具体的な業者の

数については、検討に至っておりません。公告期間を長く設

けることで、より多くの業者が当該公告を認知できる可能性

があり、且つ仕様書に基づいて受託の可否を検討する期間の

猶予を、より多くの業者に与えることで、応札する業者の母

数が増える可能性があるのではないかと考えております。ま

た、仕様書を手交したものの入札に参加しなかった業者に

は、聞き取りは行っておりません。公告期間以外にも実施者

の要件を見直すなど、１者応札を打開するための必要な検討

を図ってまいります。 

 

（分科会長の意見） 

仕様書と予定価格調書の整合性には十分に留意していた

だくようお願いします。 

 

 



 

【審議案件９－２】 
審議案件名 ：【変更契約】小規模法人の財務会計に対する事務処理体制強化研修等事業一式 
資格種別  ：－ 
選定理由  ：審議案件９－１の変更契約であり、随意契約（変更契約）の妥当性等について、確認する必要があ

るため 
発注部局名 ：社会・援護局 
契約相手方 ：株式会社シード・プランニング 
予定価格  ：2,510,508円 
契約金額  ：2,510,508円 
落札(契約)率：100％ 
契約締結日 ：令和 3年 10月 1日 

（調達の概要） 
会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３号に基づく随意契約を行った。 

意見・質問 回   答 

予定価格を引き下げたのは審議案件９－１の調達結果から

考え直されたという認識であっていますでしょうか。 

応札者はある意味学習して、もっと高く入れても他は来な

いという風にふるまっているように見えます。複数の応札者

が出てくることで、落札額が下がるように努力願います。落

札率が低いことをなんでも悪く言うような人も世の中にはい

ますが、それは誤りで、予定価格が不適切に高い時のみが問

題なので、仮に審議案件９－１の落札額水準でできる仕事な

ら、やはりその程度だけ支払うべきなのだと思います。 

 

変更契約については、変更契約理由書に記載の理由から

随意契約としており、予定価格は、当初契約の契約額に変

更契約の必要額を足し上げた金額を記載しています。ご指

摘の当初契約の予定価格の適正化については、応札者数の

是正も含め、検討を図ってまいります。 

変更契約理由書に記載のスケジュールがよく分からない

ので教えて下さい。仕様書では 7～8 月に 2 回のオンライン

意見交換会を行うことになっていましたが（11 ページ）変

更契約理由書では 9/14に 1回目を開催した､と記載してあり

ます。2 回目は開催されたのでしょうか。開催されていない

とすると変更契約理由書に記載の 11 月に行う第 2 回という

のは原契約に含まれていたものという理解で良いでしょう

か。 

 

変更契約理由書からはパブリックコメントを踏まえた議

論等を行うことが原契約の時点から予定されていたように

読めるのですが、もし第 2 回を開催していないのであれば

11 月に行う第 2 回自治体説明会は原契約に含まれていたの

ではないでしょうか。 

 

関係者とのオンライン意見交換会の２回目は、１回目と同

日の9/14に開催済みです。より少人数で議論ができるよう

に、同日に、同内容の意見交換会を２回開催しております。

関係者とのオンライン説明会については、原契約に含まれて

おりません。 

（分科会長の意見） 

指摘はございません。  

 

 



 

【審議案件１０】 
審議案件名 ：障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」又は「Ｂ」ランク） 
選定理由  ：一般競争入札（総合評価落札方式）を実施している案件中、１者応札であり、低入札価格調査を実

施しているため 
発注部局名 ：障害保健福祉部 
契約相手方 ：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 
予定価格  ：39,232,000円 
契約金額  ：22,000,000円 
落札(契約)率：56.1％ 
契約締結日 ：令和 3年 7月 14日 

（調達の概要） 
一般競争入札（総合評価落札方式）を行ったところ、１者応札であり、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング

株式会社が契約の相手方となった。落札率は 56.1％であり、低入札価格調査を行った。 

意見・質問 回   答 

予定価格の「人日」と単価は、どのような手続き及び考え

方で設定したものでしょうか。 

「人日」及び「単価」は、過去の入札実績を参考に、調査

ごとに設定しております。 

 

1 者応札にもかかわらず、落札率が低くなった理由につい

て、どのように分析しているでしょうか。 

予定価格は、新規参入事業者でも事業の実施が可能なよう

に、多様な障害福祉サービスを集計・分析するため、複数班

で作業を実施できる人件費を見積もっていたところである

が、今回落札した事業者は、過去に当該調査を実施しており、

障害福祉サービスや会計基準等に知見を有する１つの作業

班において業務を実施すること等により、人件費を低く抑え

られていることが、落札率が低くなった理由であると考えて

おります。 

 

主に人月算定の違いということでしたので、積算根拠をア

ップデートして頂くのが良いと思います。特に並行して行わ

なくて済む仕事について、人員を盛る必要はないという点は

お気づきの通りで、これは納期とのバランスで決まるもので

す。今回の納期と仕事の規模であれば並行進行は必要ないと

いうことなので、これを起点として仕事の大きさだけではな

く納期も見据えて人月を見積もるとよいと思います。 

 

今回ご意見をいただきましたように、予定価格の積算に当

たっては、調査の実績を踏まえ、適切な人員算定となるよう

精査していきたいと考えております。 

「低入札価格調査の結果について」には予定価格の積算に

新規事業者でも実施が可能な価格を設定していると記載さ

れていますが、過年度で今回落札者以外の業者が応札した金

額は今回の予定価格と比較して大きな差は無かったでしょ

うか。技術点が今回落札者と同水準以上ではどうでしょう

か。 

平成30年度の実績になりますが、今回の落札者以外の業者

は２者おり、今回の予定価格と応札額を比較しますと１者

（A）は応札率が約78％、もう１者（B）の応札率は約92％と

なっており、予定価格の範囲内に収まっており、大きな差は

生じていないものと考えております。 

また、技術点が今回落札者と同水準以上と比較するとなる

と、上記のAの事業者が-9点と同水準の者にあたりますが、

大きな差は生じていないものと考えております。 

 

 

（分科会長の意見） 

業務の規模だけでなく納期を踏まえて人月を見積もるこ

とが適切な案件もあろうかと思います。案件ごとに適切な手

法により、予定価格の算出をしていただくようお願いしま

す。 

 

 



 

【審議案件１１】 
審議案件名 ：令和３年度司法精神医療等人材養成研修事業一式（指定医療機関従事者研修） 
資格種別  ：役務の提供等（「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」ランク） 
選定理由  ：公募を実施している案件中、１者応募であり、落札率が低いため 
発注部局名 ：障害保健福祉部 
契約相手方 ：独立行政法人国立病院機構 
予定価格  ：14,172,946円 
契約金額  ： 3,521,273円 
落札(契約)率：24.8％ 
契約締結日 ：令和 3年 6月 8日 

（調達の概要） 
公募を行ったところ、１者応募があり、独立行政法人国立病院機構が契約の相手方となった。契約率は 24.8％

である。 

意見・質問 回   答 

一者応募については、引き続き努力をお願いします。 

 

WEB実施でも良いことが仕様書で明らかにされていないと

いう認識で良いでしょうか。 

仕様書には明らかにしておらず、対面の実施を前提として

おります。ただ、令和3年度は、新型コロナウイルス感染状

況をみて、オンラインでの実施と致しました。 

仮に WEB 前提で予定価格を算出していた場合、契約金額に

収まっていたと思いますか。 

（契約率は一見低いが、WEB 前提とすれば低廉ではないと

いう評価にならないでしょうか。） 

WEB前提で予定価格を算出していれば、契約金額と予定価

格の乖離は大きくなかったと考えます。 

事後にオンラインに変更になった場合に、これを支払金額

に反映させる方法はないのでしょうか。 

令和3年度の契約額は、オンラインに変更した上での契約

額となっております。契約した後に、オンライン対応になっ

た場合は変更契約を行います。（令和2年度はその対応でし

た。） 

前回調達から予定価格が 1.5 倍ほどに増えている理由は

何でしょうか。 

前回の調達では、新型コロナウイルス感染症の状況を見

て、オンラインで実施することにしましたが、令和3年度は、

前回同様、当初は対面での実施を予定していたため、予定価

格が増えています。 

応札者の提出している見積書は予定価格積算内訳のどこ

と対応するものなのでしょうか。 

見積書の6,137,282円は、予定価格積算の14,172,946円と

対応しています。 

見積書は落札者が4/8に作成したもののようですが何なの

でしょうか。公募を1/25～3/1まで行い3/3に予定価格を決定

し、その後4/8に見積書が作成されたものの契約額はもっと低

い額だったという流れがよく分かりません。説明をお願いし

ます。 

公示の５に記載している意思表示を受けて、提出を依頼

した事業計画書に、添付された見積書になります。 

事業計画の見積書には、講師及び委員への謝金・旅費・

交通費が含まれておりますが、契約額にはそれらが含まれ

ていないため、見積書より契約額が下がっております。 

開札調書がありませんが入札は行われなかったのでしょ

うか。契約額が見積書の金額と違っているのはこのことと関

係があるのでしょうか。 

１者応募だったため、入札は行われておりません。契約額

が見積書の金額と違うのは、講師及び委員への謝金・旅費・

交通費が含まれておりますが、契約額にはそれらが含まれて

いないためです。 

 

（分科会長の意見） 

研修を WEB で行うか対面で行うかは予定価格や入札価格

の算定に大きな影響を及ぼしますので、その何れを前提とす

るかは明確にされるべきと思います。未確定の場合や変更可

能性がある場合には、その旨を仕様書に明示したうえで、変

更契約により適切な支出とするようにお願いします。 

 



 

【審議案件１２】 
審議案件名 ：高齢者医薬品適正使用推進事業に係るモデル医療機関調査一式 
資格種別  ：－ 
選定理由  ：一般競争入札（総合評価落札方式）を実施しているが、厚労省競争参加資格（全省庁統一資格）を

付さず、また、複数者を落札者としているため 
発注部局名 ：医薬・生活衛生局 
契約相手方 ：①国立研究開発法人国立がん研究センター中央病院 
       ②三豊総合病院企業団 
       ③藤田医科大学病院 
予定価格  ：①～③2,845,920円 
契約金額  ：①2,640,000円、②2,758,250円、③2,376,000円 
落札(契約)率：①92.8％、②96.9％、③83.5％ 
契約締結日 ：①～③令和3年7月7日 

（調達の概要） 
一般競争入札（総合評価落札方式）を行ったところ、４者応札があり、国立研究開発法人国立がん研究センタ

ー中央病院、三豊総合病院企業団、藤田医科大学病院が契約の相手方となった。落札率は 92.8％、96.9％、83.5％
である。 

意見・質問 回   答 

競争参加資格を得るためにどの程度の時間がかかるかを

調べて、あらかじめその準備が必要だとアナウンスをするな

どして、規定に従った参加資格設定をしてください。 

承知しました。 

また、複数者を落札者とすると、トラブルが起きた時に

厚労省側がどこに問い合わせたり責任を問えばよいかわか

らないことになりがちです。かつての契約でもそういう指

摘を受けたものがありました。責任分界点を明確にするこ

とは容易ではないので、3 者必要なら 3 つの調達に分け、い

くつの者になるか全く想像がつかない場合は一つの主幹事

会社に請け負わせて、そこから再委託するようにしてはど

うでしょうか。 

複数者の落札者としたことについては、事後的に単数の原

則というものを認識することとなり、大変失礼いたしまし

た。しかしながら、本事業は複数者が分担して実施するもの

ではなく、各採択者がそれぞれの医療機関において検証を行

うもので、独立した複数の事業となります。このため、ご指

摘のように責任の所在や問い合わせ先が分からなくなるよ

うな状況にはなっていません。 

  

一つの主幹事会社から再委託する手法について、ご提案あ

りがとうございます。令和３年度は対象機関を病院としてお

り、病院内の運用体制を前提として仕様書を作成し、「導入

方法」と「コスト」について総合評価落札方式により競争さ

せることとしました。令和４年度については、地域を対象と

したポリファーマシー対策の導入を検討しており、地域の特

色等に応じて実施体制、取組内容が多様化するほか、それに

伴って予算規模も異なることが想定されるため、仕様を確定

させることが難しい状況です。よって、複数の者から企画書

を提出させる企画競争による調達も視野に入れて検討した

いと考えております。 

今回の選定においては新規導入する施設、ある程度導入

している施設等からそれぞれ選定するとのことですが開札

調書の備考欄の番号が各枠とその枠の選定施設という形で

対応をしているのでしょうか。 

ご指摘の通りです。 

予定価格は新規に導入する施設を前提にして計算した

ものでしょうか。すでにある程度導入している施設でも同

じくらいの経費がかかるものとの計算があり、どちらも同

じ予定価格としたということでしょうか。 

ポリファーマシー対策の導入方法は、医療機関の事情に

よりそれぞれであり、ある程度導入している施設がどの程

度導入しているかを事前に把握することは困難です。そこ

で、予定価格としては、この事業は当省が作成した業務手

順書等の実運用調査であるため、現在の導入状況とは関係

なく、業務手順書等を運用するにあたりこちらが想定する

経費を予定価格として計上しております。 

 



 

（分科会長の意見） 

競争参加資格を要件とせず、また複数者を落札者とした

ことは不適切ですので、今後、ご注意ください。 

 

 

 

 

２０都道府県労働局における公共調達監視委員会の活動状況については資料の配付をもって報告を行った。 

 

                            【問合せ先】 

厚生労働省大臣官房会計課会計企画調整室 
電話０３－５２５３－１１１１（内７９６５） 


